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2010人事院勧告期の取り組みについて（６）
－各地方本部において、組合員への情勢周知・徹底を図る行動を！－
　連日の取り組みに心より敬意を表します。

　さて、2010人事院勧告期の課題として、高年齢層職員の給与定率カット問題が急浮上し、公務員連絡会は提案の撤回を求めて第３次中央行動を配置するなど、闘争方針の上乗せを提起しています。

道本部としては、参議院選挙が終了した直後ではありますが、勧告期の情勢などが十分に各単組の組合員までに浸透していない状況を踏まえ、以下のとおり、2010人勧期の取り組みについて追加して提起することとします。

具体的には各地方本部ごとに総決起集会を開催し情勢の意思統一を図ると同時に、道本部と地方本部が連携した重点単組オルグの実施、職場決議の人事院総裁への送付など、８月上旬の勧告日まで時間がない中ではありますが、最大限の取り組みを行うこととしますので諸取り組みに対するご協力をお願いします。
記

○　人事院勧告期山場に向けた取り組みの強化について

１　大型はがき行動の徹底（組合員１人５筆）－継続
　　すでに提起した方針どおり、全組合員の取り組みとなるよう、再度徹底願います。
（地方本部の取り組み）
２　道本部・地方本部が連携した単組オルグの実施－新規

　　参議院選挙闘争終了後の総括運動を進めるための各単組役員との対話や2010人事院勧告期の情勢報告を兼ねて可能な限り全単組を目標にオルグを実施します。

　　なお、３の集会日程との関連から各地方本部において重点単組を設定して取り組むことについても可とします。
　　道本部からの役員派遣の関係もありますので、７月22日（木）までに全体日程を調整し、26日の週に実施するよう各地方本部での計画をお願いします。

３　地方本部ごとに情勢周知のための総決起集会（学習会）の開催－新規

　　（１）開催時期　　なるべく７月中に開催すること

　　（２）開催規模　　可能な限り多くの組合員を結集して取り組むこと

　　日程や場所など決定次第、道本部へ報告願います。集会等へは可能な限り道本部５役を含めた役職員の派遣について検討し対応します。

　※　基本としては道本部・地方本部の単組オルグ実施後、総決起集会を開催するという取り組みとしますが、日程的に短期間で取り組まざるを得ませんから、可能な限り全地本単位での取り組みを追及願います。

　※　地本が主体的に実施する組織集会や自治研集会、消防協の単組オルグなどの日程と重なる場合は、人勧期の課題も含めて、これらの集会において対応することとします。
（全単組の取り組み）
４　職場決議の取り組み－新規

　　別紙、「職場決議（案）」に基づき、可能な限り職場の最小単位までの規模による職場集会を開催し、情勢周知と合わせて職場決議を取り組みます。可決された決議については、単組で全体を取りまとめ、人事院総裁に対して直接郵送することとします。

　　（１）取り組みの範囲　　可能な限り単組の支部・分会単位までとします。また、全ての補助機関についても同様な取り組みを徹底します。
　　（２）取り組みの期限　　2010年８月４日人事院総裁へ必着のこと。
宛　　先　　 人事院総裁　江利川　毅　様
　　　　　　〒100-8913　千代田区霞が関１－２－３　人事院内
　　（３）集　　　　　約　　下記の集約表に基づき、取り組みの実績数について報告願います。
　　　　※　決議文案はお手数でも地方本部から各単組へメール配信願います。
５　その他の取り組み

各地方本部においては、上記取り組みの他、創意工夫ある職場戦術を駆使して、2010人事院勧告期の取り組みに全力をあげるよう単組・総支部指導を行うこととします。

	 

	


人事院総裁宛職場決議送付行動集約表
単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　

人事院への送付日　　　　　　　　　　　　　
職場決議数　　　　　　　　　　　　　本　　

送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）

＜別紙－決議文案＞

50歳台後半層給与引下げ提案の撤回を求める決議（案）

　公務職場では定員削減政策が継続され、慢性的な超過勤務を余儀なくされるなど公務員労働者の労働過重が極限状態となる中で、月例給、一時金の継続的な引下げにより将来不安が蔓延し、公務員労働者が生きがいを持って働ける職場の確立と生活防衛を求める声は切実となっている。

こうした状況の下で、人事院は、「50歳台の公務員給与が民間を大きく上回っており、特に50歳台後半層の官民較差が拡大しているため速やかに是正が必要」として50歳台後半を狙い撃ちにした給与引き下げを実施することを提案した。

　高齢者給与の官民格差については、通常の世代間配分の見直しの課題ではあるが、50歳台後半層の給与について一定率をかけて給与水準を引き下げるという提案には、職務給原則や能力・実績主義との関わりで整合性がなく、年齢差別ともなるので大きな問題点がある。人事院は、職務給や能力・実績主義との関わりについて、明確で納得いく説明をする責任がある。 

　また、給与構造改革を実施したのに、どのような理由で民間との差がひらいてきたのか人事院は給与構造改革の総括をすべきである。

本年の勧告を前にしたこの時期に「早急に対応する必要がある」としているが、あまりに拙速で、手続き的にも極めて問題があり、到底認められない。通常の傾斜配分を超えて特別の制度的な見直しを行う必要があるということであれば、十分な時間をかけて議論し合意形成したうえで作業を進めるべきであり本年の実施に向けて勧告を出すことは論外である。

今回の提案を早急に撤回し、民間の給与実態について正確な調査を行い、その上で改めて議論することを強く求めるものである。
以上、決議する。

2010年　月　日

自治労○○職員労働組合　○○集会

至　急
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